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 奥能登応援フェア（仮称） 

運営等業務委託プロポーザル実施要領 
 

１ 趣旨 

本事業は、今年５月に珠洲市を震源地として発生した地震被害を踏まえ、奥能登の農

林漁業者の生業継続意欲の維持につなげるため、奥能登応援フェア（仮称）を実施する

ものである。 

事業を円滑かつ効率的に実施するために、業務を委託することとしており、本業務を

行うにあたり、提案者の実施能力、提出された提案内容を総合的に判断することにより

業務委託候補者を選定するためのプロポーザルを実施する。 

※この実施要領に基づく選定は、業務を実施するにあたり、優先的に契約を締結する

権利を持つ者を選定するため、予算成立前に実施するものであり、同選定により、委

託契約を確定するものではない。 

 

２ 委託業務の概要 

（１）業務名称：奥能登応援フェア（仮称）運営等業務（以下、「本業務」という。） 

（２）業務内容：本業務委託仕様書（以下、「仕様書」という。）のとおり 

（３）委託期間：契約の日から令和６年３月３１日まで 

（４）委託見積限度額： 

金７，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む）（予定） 

 

３ 本プロポーザルへの参加資格等 

（１）参加者は、以下の条件をすべて満たしていること。 

① 石川県内に本社、支社または営業所を有する法人であること。 

② 本業務を実施するうえで、ふさわしい業務推進体制、ノウハウを備えていること。 

③ 参加申込書提出時点において、石川県競争入札参加資格者名簿に登録され、資格 

の停止期間中でないこと。参加申込書提出時点において、未登録の場合は、令和５ 

年７月１４日（金）までに石川県管財課で登録受付処理を完了させ、令和５年８月 

１日（火）付で登録がなされる場合のみ、対象とする。 

④ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

⑤ 参加申込書及び企画提案受付期間において、会社更生法（平成１４年法律第１５

４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）第２１条の規定に基づく民事再生手続開始の申立てがなされてい

ない者であること。 

⑥ 石川県暴力団排除条例（平成２３年石川県条例第２０号）第６条に基づく暴力団、

暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

⑦ 石川県の県税の納税義務を有する者にあっては、当該県税全般について、参加申

込書の提出日現在において未納がない者であること。 

（２）次の事項に該当した者は、本業務について企画提案する資格を失う。 
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① 実施要領及び仕様書に定める条件や規定に従わない場合 

② あらかじめ審査に影響を与える恐れのある行為を行った場合 

③ 公正な企画競争を妨げる恐れのある行為等を行い、又は、行おうとした場合 

 

４ スケジュール（予定） 

日 程 項 目 

令和５年６月１４日（水） 実施要領等の公表 

６月２１日（水） 実施要領に関する質問及びプロポーザル参加申込

書の提出期限 

６月２３日（金） 

～２６日（月） 
要領等に関する質問への回答（電子メールで回答） 

７月 ３日（月） 企画提案書等の提出期限 

７月 ４日（火） 

～７日（金） 

書面審査の実施 

７月１０日（月） 委託候補者選定結果の通知 

 

５ 質問の受付及び回答 

実施要領及び仕様書等に関する質問がある場合は、次により提出すること。 

（１）提出方法 

質問票（別紙１）により電子メールで提出すること。 

なお、電子メールを受信した後、ブランド戦略課（以下、事務局という。）から確

認メールを返信するため、その確認メールをもって質問の受付を完了したものとす

る。 

（２）提出先 

〒９２０－８５８０ 金沢市鞍月１丁目１番地 

石川県農林水産部ブランド戦略課  

ＴＥＬ：０７６－２２５－１６１４、ＦＡＸ：０７６－２２５－１６２４ 

メールアドレス：e210390@pref.ishikawa.lg.jp 

（３）提出期限：令和５年６月２１日（水）午後４時（必着） 

（４）質問への回答方法 

受付した質問への回答は６月２６日（月）までに電子メールにより行う。 

 

６ 審査参加申込書 

（１）提出方法 

参加申込書（様式１）により電子メールで提出すること。 

なお、電子メールを受信した後、事務局から確認メールを返信するため、その確認

メールをもって参加申込の受付を完了したものとする。 

（２）提出先：上記５（２）に同じ。 

（３）提出期限：令和５年６月２１日（水）午後４時（必着） 
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７ 企画提案書等の提出 

（１）下記①から⑥までの書類を８部（本通１部、写し７部）提出すること。 

※内容によっては追加書類の提出を求めることがある。 

  ① 本業務委託プロポーザル参加申込書（様式１） 

② 会社概要（様式２） 

※法人の概要が記載されたパンフレット等がある場合は、併せて添付すること。 

※共同企業体で参加する場合、すべての構成員分を提出すること。 

③ 過去５年間の類似事例の実績（様式３） 

  ※パンフレット、実績報告書等がある場合は、併せて添付すること。 

④ 業務の実施体制（様式４）―責任者氏名および職務経歴、人員配置、実施体制等 

⑤ 企画提案書（任意様式） 

※業務内容、業務スケジュールなどが具体的に分かるように記載すること。 

⑥ 経費見積書（任意様式） 

※積算の内訳が具体的に分かるように記載すること。 

（２）提出方法 

持参又は郵送すること。なお、持参の場合の受付時間は、平日の午前９時から午後

４時までとする。（郵送の場合は書留郵便とし、提出期限内に必着） 

（３）提出先：上記５（２）に同じ。 

（４）提出期限：令和５年７月３日（月）午後４時（必着） 

（５）企画提案書記載上の留意事項 

企画提案書および見積書（任意様式）は、実施要領及び仕様書等に記載されている

条件を踏まえて作成すること。 

（６）その他留意事項 

① 資料提出後の追加、訂正は認めない。 

② 本公募で知り得た内容については、無断で使用しないこと。 

③ 提出された企画提案書等の書類は、審査に必要な範囲内において複製することが

ある。 

④ 参加者は、企画提案書の提出をもって、実施要領及び仕様書の記載内容に同意し

たものとする。 

 

８ 企画提案書の審査 

企画提案書の審査については、事務局において書面にて実施する。 
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９ 審査基準 

審査項目 配点 審査基準 

企画提案の 

内容（企画力） 
20 

・本業務の実施内容をより豊かなものとする提案が具体的

に示されており、かつ実現可能なものであるか。 

・トップセールスの企画が、より多くの消費者への影響

力・周知効果を期待できるような提案となっているか。 

・メディアやＳＮＳ等を活用し、本イベントがより多くの

消費者へ周知されるような提案がなされているか。 

・本イベント来場者の購買量が増加し、発券されたクーポ

ンの使用率が高くなる企画・提案がなされているか。 

業務の実施体制 20 

・配置予定担当者に関し、人員及びほかの手持業務の状況

から本業務に十分専念できると認められるか。 

・過去の受託業務実績等に鑑み、提案された実施体制に説

得力があるか。 

取組姿勢等 20 

・本業務への取組みの積極性が感じられる提案内容となっ

ているか。 

・本業務の目的・趣旨をきちんと理解し、企画・提案がな

されているか。 

結果の分析 20 

・イベントの実施結果（集客数・商品の売れ行き、クーポ

ンの利用状況等）の分析方法について、具体的に示され

ているか。 

実績等 10 

・過去の受託業務実績（イベント企画、ＰＲ実績等）、セ

ールスポイント 等から、本業務の目的を確実に遂行す

ることが可能か。 

価格 

（費用対効果） 
10 

・事業の目的や趣旨、提案内容に則した適切な経費が計上

されているか。 

・提案内容された経費の内訳について、妥当性があるか。 

合計 100  

 

10 業務委託候補者の選定及び審査結果の通知 

（１）参加者から提出された企画提案書等の審査にあたっては、審査委員会に諮り、評価

点が最高点の企画提案書等を提出した者を業務委託候補者とする。 

（２）審査内容については、公表しない。 

（３）審査結果については、採用・不採用に関わらず文書により参加者へ通知する。 

（４）参加者は、選定結果について異議申し立てをすることができない。 

（５）参加者が次の各号の一に該当する場合は失格とする。 

① 提出期限に遅れた場合 

② 実施要領等の条件を満たさない場合 

③ 提出書類に虚偽の記載をした場合 

④ 審査に影響を与えるような工作、又はその疑いのある行為をした場合 

 ※審査委員は、石川県農林水産部及び農業団体の実務担当が担うものとする。 
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11 契約の締結 

審査の結果、業務委託候補者と協議を行い、事業の実施に関する事項等について合意

できた場合に、契約を締結する。 

なお、業務委託候補者との協議が整わない場合は、次点者と協議を行う。 

 

12 契約の解除 

契約締結後であっても、次のいずれかに該当する場合は、契約を解除することを妨げ

ないものとする。 

（１）提出書類への虚偽の記載が明らかになった場合 

（２）受託者に重大な瑕疵がある場合 

（３）業務遂行の意思が認められない場合 

（４）業務遂行能力が無いと認められた場合 

 

13 その他の留意事項 

（１）参加申込書の提出をもって、本要領の記載事項を承諾したものとみなす。 

（２）提出書類の作成等にかかる費用は、参加者の負担とする。 

（３）成果物に関する著作権、著作隣接権、商品化権、意匠権、所有権その他一切の権利

は、県に帰属するものとする。 

（４）特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本国の法令に基づき保護される第

三者の権利の対象となっている履行方法等を使用するときは、受託者がその使用に関

する一切の責任を負うこと。 

（５）事務局は、採用した企画提案を企画書の原案とするが、当該提案者と協議のうえ、

その一部を変更することができる。 

（６）参加者は、本公募において知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

（７）本公募の審査結果等について、事務局に問い合わせてはならない。 

 

14 業務の一括 

受託者は、受託者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることがで

きない。ただし、業務を効率的に行う上で必要と思われる業務については、委託者と

協議の上、業務の一部を委託することができるものとする。 

 

15 問い合わせ先 

〒９２０－８５８０ 金沢市鞍月１丁目１番地 

石川県農林水産部ブランド戦略課 

担当：村濱、松井 

ＴＥＬ：０７６－２２５－１６１４、ＦＡＸ：０７６－２２５－１６２４ 

メールアドレス：e210390@pref.ishikawa.lg.jp 


